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平成１７年度ごみゼロプラン推進モデル事業について 
 

１ 桑名市：市民参画によるごみ処理基本計画づくり 

（１）モデル事業としてのねらい 

廃棄物処理法に基づき市町村が策定する「ごみ処理基本計画」は、長期的視

点に立った市町村のごみ処理の基本方針であり、市町村のごみ処理システムの

大本となるものです。市町村は住民や事業者の意見等をできるだけ計画に反映

させ、また、住民や事業者は施策の実施に協力するとともに、自らのごみ減量

に努める必要があります。 

そして、そのためには住民や事業者が計画づくりに参画することが不可欠で

す。どうすればごみが減るのか、分別収集やリサイクルを効率的に行う方法は

どうかなど、ごみ処理のあり方や具体的なごみ減量施策について住民・事業者

と行政がともに考え答えを出す市民参画のプロセスを計画づくりに取り入れる

ことにより、より実効性のある計画となり、ごみ政策に対する市民や事業者の

関心、協力の度合いも高まると考えられます。 

 そこで、ごみ処理基本計画の効果的な策定方法を確立させるため、市民参画

のプロセスを取り入れた計画づくりをモデルとして支援し、普及していきます。 

 

（２）事業の概要《補助対象事業費 4,915,000 円、うち補助金 2,457,000 円》 

新たな市のごみ処理基本計画について、市民の幅広い参画を得て策定するた

め、以下の取組を実施します。 

・ 公募市民等で構成する市民会議を設置 

・ 市民、事業者の取組や意識を把握するためのアンケート調査を実施 

・ 市のごみ処理の現状や先進事例について調査を行うとともに、ワークショ

ップ形式でごみ減量化のための施策を検討 

・ 計画に盛り込むべきごみ減量施策等を市民会議として取りまとめ提案 

 

（３）市民会議の開催経過 

 ①名称：ごみ処理基本計画策定市民会議 

 ②構成：公募市民 14 名、廃棄物減量・再資源化等推進審議員 9名の計 23 名 

 ③経過：8月 22 日に第１回会議を開催。その後、ワークショップ計１２回、先進

地視察、ごみ組成調査、

アンケート調査等を実施

し、市民会議としての提

案を取りまとめた。3 月

21 日（火）には市民フォ

ーラムを開催し、市民会

議で取りまとめた提案を

発表。 

資料１
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２ 伊賀市：家庭系ごみの有料化制度の導入について検討 

（１）モデル事業としてのねらい 
家庭系ごみの有料化制度（以下「有料化制度」）とは、『市町村が条例に基づ

き、家庭系ごみ排出者からごみの排出量等に応じて“ごみ処理手数料”を徴収

する仕組み』です。 

この有料化制度については、一定の減量効果が確認されており、ごみの排出

量に応じて負担の公平化が図られること、住民の意識改革につながることなど

からごみの排出抑制等に有効な手段と考えられています。国の基本方針におい

ても、一般廃棄物処理における有料化推進の方向が打ち出されています。 

また、有料化制度を市町村が政策テーマとすることは、今までごみに全く関心

がなかった住民が関心を持ち、ごみ減量活動に取り組む契機となるなど、それ

自体大きな意義があります。また、有料化制度導入に関する意思決定にあたっ

ては、住民合意をどのように形成するのかいうことも非常に重要です。 

県としては、有料化制度は住民合意のもと市町村の主体的な意思決定により

導入されるべきものであると観点から、導入そのものを推進するものではなく、

“住民がごみに関心を持ちごみ処理費用の負担のあり方等について住民と行政

が共に考える機会”としての市町の有料化制度導入に係る取組をモデルとして

支援し、普及していきます。 

 

（２）事業の概要《補助対象事業費 5,891,035 円、うち補助金 2,945,000 円》 

家庭系ごみ有料化制度導入に係る方針を決定するため、以下の取組を実施。 

・ 自治会代表や議員、公募市民、行政で組織される委員会を設置 

・ 市民、事業者の意識や先進自治体（半田市、海津市）の制度について調査

を実施 

・ 指定ごみ袋の規格や価格（手数料の額）、販売方法などについて検討 

・ 分別ハンドブックの作成や住民説明会等合意形成の方法について検討 

・ 有料化の目的や制度の内容、導入の是非について市長に提言 

 

（３）事業の実績（３月１７日現在） 

① 名称：伊賀市ごみ減量・リサイクル等推進委員会 

② 構成：議会代表 2名、地域代表 52 名、事業者代表 2名及び公募市民 4名の

計 60 名。ごみ減量部会とごみ再資源化部会に分かれ、前者は有料化制

度の、後者は分別ハンドブックの内容についてそれぞれ検討、原案を作

成し、全体会議にて審議・決定。 

③ 経過：8月 18 日に第 1回委員会（全体会議）を開催。12 月末までに、減量

部会 3回、再資源化部会 2回を開催し、市民や事業者へのアンケート調

査及び先進自治体調査等を実施。1月 17 日の第 2回委員会において部

会からの提案を審議し、その結果を受けて 2月 27 日の第３回委員会に

おいて提言を取りまとめ、3月 1日に伊賀市長に対し有料化制度に関す

る提言を行った。 
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３ 紀宝町：家庭系生ごみの堆肥化実証試験 

（１）モデル事業としてのねらい 
平成１６年に実施した県内ごみ組成分析調査の結果では、家庭系可燃ごみに

占める生ごみの割合は、重量比で 46.7％、容積比で 18.8％となっています。ま

た、生ごみは県全体の焼却ごみ量の約３割は占めています。ごみゼロプランの

目標達成のためには、生ごみの発生排出抑制、再資源化は大きな課題です。 

こうした中、生ごみについては、県民の意識や関心も高く、地域において地

域住民、ＮＰＯ等主体の堆肥化事業も進められています。しかし、堆肥化施設

の整備やその用地の確保、堆肥の品質管理や需要喚起、生ごみの分別精度の向

上など、事業の運営が難しくなっているケースがあります。また、事業運営が

比較的良好なケースにおいても、対象が市町の一部地域にとどまっている、協

力者・参加者が限られているなどの課題を抱えており、ごみ減量化やコスト削

減に大きな成果を上げるまでには至っていないのが実情です。さらに、地域に

よっては、今後増えるであろう高齢者の活力や遊休農地等の利用促進の観点か

らも、生ごみを堆肥化し地域で循環利用していくことが課題となっています。 

このため、生ごみ再資源化の取組の広域的な展開や継続性の確保に向けて、

市町のごみ処理事業として生ごみ再資源化システムを構築しようとする取組を

モデルとして支援し、普及していきます。 
 

（２）事業の概要《補助対象事業費 7,013,100 円、うち補助金 3,506,000 円》 
家庭系生ごみの分別収集・堆肥化の町全域での展開に向けて、そのためのソ

フト・ハードのシステムを構築するため、次の取組を実施します。 

・ 堆肥化実験施設を整備 

・ モデル地区を設定し、試験的に生ごみを分別収集 

・ 堆肥化実験施設において生ごみを堆肥化、堆肥は副資材として循環利用 

・ 実験データの収集、分析等を行い、町全域のシステム構築に向けた課題を

整理 

（３）実証試験の経過 

● 町が、使用されていないビニールハウスとその土地を民間事業者から借り受け、

堆肥化実験施設として整備。 

● 8 月にモデル地区の住民等に協力を依頼。9月 15 日から、27 世帯を対象に生

ごみの収集・堆肥化事業をスタート。 

● 2 月末現在で 77 世帯（199 人）、8事業所が実験事業に参画。 

● 9 月 15 日～2月末まで（167 日間）の生ごみの総処理量は、7,321kg。（年換算

すると約 16 ㌧となり、これは旧紀宝町のＲＤＦ化量の約１％に相当） 

● 生ごみの分別排出の方法は、各家庭で 10 リットルから 15 リットルの蓋つきバ

ケツに種堆肥（バークを使用）を敷き、生ごみと堆肥をサンドイッチ状に重ね

て溜めておき、収集日の朝ごみステーションに設置している大型バケツに移し

替えるというもの。 
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● 収集は週 2回（月・木曜日の朝）で、大型バケツごと車に積み込み処理場へ運

んでいる。また、収集の際、替わりのバケツを設置しておく。 

● 現在、生ごみの収集量、温度、水分量などを計測・分析するとともに、虫の発

生や臭いの状況、減容具合などについても詳細な観察を行い、実験データの蓄

積を進めている。 

● さらに、本格展開に向けた課題を抽出・整理し、改善策を検討している。例え

ば、適正な発酵を促すため、副資材（牛糞堆肥）の混入量の調整や設備の改良

など、工夫や試行錯誤を重ねている。 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後の事業展開の方向 
町では、平成１７年度から１９年度までの３年間実証試験を継続実施し、その成果

をもとに町全域のシステムとして構築するかどうかについて、方針を決定することとし

ています。 

【現時点での主な課題等】 

ア 水分調整と発酵促進のため、副資材として今のところ牛堆肥を重点的

に使用しているが、牛堆肥は既に発酵しておりほとんど減量しないと考

えられるため、牛堆肥に替る副資材（水分調整ができ、空気を多く含み、

発酵を促進する）を開発する必要がある。  

イ 現システムでの規模拡大では不可能と考えられるため、大量に処理す

るための最適な処理方法を研究する必要がある。 
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平成１７年度ごみ減量化モデル事業について 

 
１．東員町：資源ごみストックヤード整備（４地区） 

 事業概要  

補助対象事業費 ３，５００，０００円（内補助金 １，７５０，０００円） 

・資源ごみとして現在各戸収集している新聞、雑誌、段ボールについて、

収集拠点となるストックヤードを団地内にモデル的に整備し、自治会がそ

の管理運営業務を担うことにより、行政の収集運搬費用の削減とともに、

住民のごみ減量等に対する意識向上を図る。 

 

 今後の事業展開 

  ・今後東員町全体の取組として推進し、行政による新聞・雑誌等資源ごみ

の収集事業を本地区について、平成１８年度より無くす。 

                         

 

 

２．東員町：二次処理機器（ホイルローダ）整備（１台） 

 事業概要  

補助対象事業費 １，９８８，０００円（内補助金 ９９４，０００円） 

  ・東員町が生ごみ減量の推進として衣装ケースによる生ごみ堆肥化を自治

会から独立した NPO 法人と協働して行っている。二次処理施設の設置は町

が、管理運営は NPO が行っている。二次処理施設においては、切り返し作

業を手作業で行っているためかなりの労力と時間を要することから、切り

返し用の作業機器（ホイルローダ）を導入することにより作業の省力化・

時間短縮を図る。また、作業機器（ホイルローダ）の運転者の養成も行う。 
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 今後の事業展開 

  ・作業の効率化により二次処理量が増加するとともに、一次処理量も増加

できることから生ごみの減量が可能となる。また、各地域で生ごみ堆肥の

利用を拡大することにより、生ごみ減量の意識向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．伊勢市：資源物回収ステーション整備（４ヶ所） 

 事業概要  

補助対象事業費 ７，５８８，８０３円(内補助金 ３，７９４，０００円） 

  ・地区に複数設置している資源物収集拠点を集約すべく順次、小学校区単

位で資源回収ステーションを１箇所整備し、行政の資源物収集の効率化及

び住民の利便性向上を図るとともに、自治会に管理運営業務を委託するな

ど地域住民との連携・協働して取り組むことにより、住民のごみ減量等に

対する意識の向上やコミュニティの活性化につなげる。 

  ※平成１６年度までに６箇所整備済み 

 

 今後の事業展開 

  ・行政と地域の協働により、新たなリサイクル・分別制度の向上を進める。 
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リユースカップシステム導入促進事業について 

 
 
【目 的】 
デポジット制度を活用したリユースカップシステムの導入を促進するため、

１６年度事業で使用したリユースカップを活用して、リユースカップの貸出事

業をＮＰＯに委託し、コスト等データの収集や事業運営に係る課題の整理を行

うことにより、それらの情報を民間によるシステム導入に役立てるとともに、

県民へのリユースカップシステムの啓発につなげます。 
 
【委託内容】 
①デポジット制度を活用したリユースカップシステムの検証   
②業務内容 

  ◆リユースカップシステム運営事業の実施 
   ・運営事業の進行管理 
   ・リユースカップの貸出２０回以上（リユース容器貸出申込の受付、貸

出容器の発送、返却容器の洗浄・保管） 
   ・実施機関・事業担当者・関係自治体等への啓発・指導 
   ・実施に必要な資器材の整備  など  
  ◆リユースカップシステム運営事業の成果検証 
   運営事業により得られたデータを整理分析 
   ⅰ 検証事業の実施概要と結果 

 （アンケート実施に関する検討、アンケート集計及び分析を含む） 
   ⅱ 複数のモデルにおける事業採算性の評価及び分析 
    （民間企業の場合、・ＮＰＯの場合） 
   ⅲ 事業運営にかかる課題及び問題点の把握  など 
 
【実 績】 

                                       平成１８年２月末現在 
貸 出 容 器 （種 別）（個） 貸出件

数(件) 250ｍｌ 450ｍｌ 630ｍｌ 大丼 小丼 大皿 小皿 
合計

（個） 
２３ 736 1,247 1,781 1,800 1,250 1,085 855 8,754 
 
 ・現在、リユースカップの貸出により得られたコストなどのデータを整理

分析し、検証事業としての成果の取りまとめを行っている。 
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食器洗浄機及び保管状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リュースカップ利用状況 

 

















ごみゼロ社会実現プランの推進に関する各主体の取組（平成１７年度・継続事業含む、住民及び事業者の取組は事例） 

ごみゼロ推進室の取組 プランの 

基本方向 
市町村の取組 住民主体の取組 事業者主体の取組 

平成１７年度 平成１８年度 

１ 拡大生産者責任

の徹底 

  ・プリンタ製造における環境配慮設計京ｾﾗ

ﾐﾀ㈱玉城工場 

・ 知事会議を通じた国への提言・要望 

・ 事業者セミナーの開催（１回） 

・ 事業者セミナーの開催（１回） 

２ 事業系ごみの総

合的な減量化の

推進 

・事業系一般廃棄物減量計画書の提出（四日市市、

津市） 

・ごみ減量推進店等制度（鈴鹿市） 

・環境活動取組店制度（伊賀市） 

 ・鈴鹿市エコタウン事業の推進（本田技研

工業㈱） 

・社員や関係企業への啓発、環境教育（住

友電装㈱、㈱東芝インフラシステム社他） 

・ 事業者セミナーの開催（２回） ・ 事業者セミナーの開催（２回） 

３ リユースの推進 

・フリーマーケット、リサイクルフェアの開催（木曽岬町

他８市町） 

・フリーマーケット開催（ＮＰＯ法人

ＭＦＡ他） 

・リユースカップの使用（二見町イ

ベント実行委員会） 

・おもちゃ病院（鈴鹿市ボランティ

ア団体） 

 ・ リユースカップシステムの導入促進（実験

事業委託：デポネット三重） 

 

４ 容器包装ごみの

減量・再資源化 

・容器包装リサイクル法に基づく分別収集（２９市町） 

・空き缶容器回収機設置（木曽岬町、鈴鹿市） 

 ・容器包装の軽量化、減容化（コープみえ）

・簡易包装箱「環境ボックス」の開発（農事

組合法人伊賀の里モクモク手づくりファー

ム） 

  

５ 生ごみの再資源

化 

◆生ごみ堆肥化システムの実証試験（紀宝町） 

・生ごみ処理機購入費補助（２８市町） 

・生ごみ堆肥化事業（東員町、旧飯高町ほか） 

・廃食用油再資源化事業（伊勢市他４市町） 

・生ごみ堆肥化（ＮＰＯ法人生ごみ

リサイクル思考、旧飯南町住民グ

ループ、伊賀環境問題研究会他）

・廃食用油のリサイクル（なばり廃

食油リサイクルの会他） 

・旅館の生ごみの堆肥化及びＢＤＦ化（戸

田家） 

・事業系生ごみ再資源化システムの検討

（鳥羽商工会議所、市内のホテルや旅館） 

◆生ごみ堆肥化システムの実証試験（プラン

推進モデル事業：紀宝町） 

・ 生ごみ堆肥化講座の実施（延べ４回） 

・ 生ごみリサイクルフォーラムの開催 

 

◆生ごみ再資源化システムの構築（プ

ラン推進モデル事業：１市町） 

・ 生ごみ堆肥化講座の実施 

６ 産業・福祉・地域

づくりと一体となっ

た ご み 減 量 化 の

推進 

・スーパー等との連携による資源物拠点回収（桑名

市、尾鷲市） 

・再生資源ごみステーションの管理運営委託（旧飯高

町） 

・家庭系生ごみ堆肥化事業と連携

した地産地消の推進（旧飯高町七

日市環境美化推進協議会） 

・スーパー等との連携による障害者福祉作

業所の資源物リサイクル事業（みどりの家） 

・資源物拠点回収（中部マックスバリュ他） 

・宅配商品配達時の資源物回収（スーパー

サンシ） 

  

７ 公正で効率的な

ごみ処理システム

の構築 

・家庭系ごみ有料化制度の実施（桑名市、志摩市、木

曽岬町、南伊勢町） 

◆家庭系ごみ有料化制度の検討（伊賀市） 

・廃棄物会計の試行実験（四日市市、伊勢市、菰野

町） 

・資源ごみ集団回収奨励金（２６市町） 

・古紙ストックヤードの設置（旧宮川村） 

・資源ごみ集団回収（自治会、ＰＴ

Ａ、子ども会等） 

 ◆家庭系ごみ有料化制度の検討（プラン推

進モデル事業：伊賀市） 

・ 市町における廃棄物会計の活用促進（廃

棄物会計の試行実験：四日市市、伊勢

市、菰野町） 

・ 市町村一般廃棄物処理事業の実態調査 

◆廃棄物会計を活用したごみ処理シ

ステムの効率化促進（プラン推進モ

デル事業：１市町） 

・ ごみ処理事業におけるＬＣＡ（ﾗｲﾌ

ｻｲｸﾙｱｾｽﾒﾝﾄ）手法の活用方法に

ついて調査研究 

８ ごみ行政への県

民参画と協働の推

進 

◆市民参画によるごみ処理基本計画づくり（桑名市） 

・資源物回収ステーション等の整備運営（伊勢市、東

員町他） 

・リサイクル推進施設「クルクル工房」の整備と管理運

営委託（桑名市） 

・マイバッグ運動の推進（伊勢市他４市町） 

・廃棄物減量等推進員制度（鈴鹿市、旧白山町） 

・エコポイントシール制度（名張市） 

・桑名市リサイクル推進施設「クル

クル工房」の管理運営（ＮＰＯ法人

輪リサイクル思考） 

・ごみ問題市民会議（伊勢市） 

・マイバッグ運動への参加（伊勢市

他４市町の住民） 

・桑員マイバッグ運動への協力（桑員地区

の小売店等約３００店舗） 

・マイバッグ運動の推進（イオン他） 

・エコポイントシール制度（名張市商店会連

合会、名張商工会議所） 

◆市民参画によるごみ処理基本計画づくり

（プラン推進モデル事業：桑名市） 

・ 資源物回収ステーション等の整備運営

（ごみ減量化モデル事業：伊勢市、東員

町） 

◆住民参画による広域的なごみ処理

計画づくり（プラン推進モデル事業：

１箇所） 

・ 資源物回収ステーション等の整備

運営（ごみ減量化モデル事業：３市

町） 

 

９ ごみゼロ社会を

担うひとづくり・ネ

ットワークづくり 

・環境学習資料配付（四日市市） 

・ごみ減量化講習会（明和町） 

・施設見学会（名張市） 

・子ども環境教室、リフォーム教

室、おもちゃ病院等の開催（ＮＰＯ

法人輪リサイクル思考） 

・イソップ計画の推進（３４５３０会） 

 ・ 地域ごみゼロ推進交流会（７県民局） 

・ ごみゼロホームページの管理運営 

・ 地域ごみゼロ推進交流会（７県民

局） 

・ ごみゼロホームページの管理運営

【H13～16 の市町村への補助実績】 
・ 生ごみ堆肥化施設 １８市町村 
・ 廃食用油再資源化施設 ５市町村 
・ 資源物再資源化等施設 ３市町村 






